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１．はじめに
　我が国の高齢化は年々進行し，2018年９月15日現在の高齢化率は28.1％となり，前年の27.7％と
比較すると0.4ポイント増加し過去最高となった1）。また高齢化に伴い，全死亡数に占める65歳以上
の高齢者の割合は年々増加しており，今後多死社会が到来することが予測される。国はこれらにつ
いて住民が最期まで住み慣れた地域で医療や介護を受けるために地域包括ケアシステムの構築を目
指している2）。一方日本人の平均寿命は年々延びており，それにともなって健康寿命も延びてい
る。このことは，退職などによって第一線を退いてから地域で生活する期間が長期化していること
を示しており，その期間をどのように過ごすか，高齢者自身が考えていくことが求められるように
なってきたといえる。
　向老期の生き方は，ライフサイクルの転換期として，老いを意識し，死に向けた準備を行うこと
が求められる時期であると言われている3-4）。また，向老期に今の生活を意識化することで，老年
期をより自分らしく生きることができると考えられる。向老期は，老年期の準備としての学習が求
められている時期と考えられるが，定年退職と重なるこの時期に企業や自治体によって行なわれる
退職準備教育は，健康管理や経済的な内容が一般的で，人生の最終段階の過ごし方や死に向けた準
備に関する内容は含まれていない5-7）。壮年期から老年期を対象とした死に関する学習はいくつか
報告されているものの，プログラム内容を作成する段階での根拠やプロセスは明確に示されていな
い8-10）。
　老年期における死への準備教育は，いかにして死に備え未解決の問題に決着をつけるか，具体的
なアドバイスが必要である11）とされているように，退職後の人生に向けた備えには専門職の介入
が求められている。しかし「死」や「人生の最期」を主題とした健康教育プログラムはほとんどな
いため，筆者は専門職が介入するためのツールとして， 実行可能性が高く，内容に妥当性のある健
康教育プログラムを作成することとした。
　まず向老期にある人々が自分の人生の最終段階を見据えて，そこに到達するまでによりよく生き
るためには，現在日常生活の中でどのような考えをもち，工夫して生活しているのかを明らかにす
るために筆者が行なった調査の結果12）に基づいた「最期まで健康に生ききるための向老期におけ
る健康教育プログラム案」（以下，プログラム案とする）を作成した。これは，向老期にある当事
者の思いを反映して作成したものの，死を扱う健康教育であり，実践する前に安全性や妥当性を確
認する必要がある。そのため2015年に全国の老人看護専門看護師（以下老人 CNS とする）と北関
「最期まで健康に生ききるための向老期における
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東の A 県の地域包括支援センターの看護職を対象に，プログラム案の信頼性と妥当性を検討する
ため自記式質問紙法調査を実施した13）。しかし回収率が低かったこと，対象者として老人 CNS は
全数調査票を郵送したが，地域包括支援センター看護職は１県のみであったことからプログラム案
の評価として十分だったとはいえない。よって，今回はすでに調査済みのＡ県を除いた関東１都５
県の地域包括支援センターに所属する看護職を対象に，質問紙調査を実施することとした。
　以上のことから，本研究の目的は，質的分析を中心に作成した「最期まで健康に生ききるための
向老期における健康教育プログラム案」の内容に対する専門職からの評価を得た上で，その評価に
基づきプログラム案の修正点を検討することである。
２．研究方法
１）対象
　関東１都５県の地域包括支援センターに所属する看護職1,469名（平成29年12月現在1,469ヶ所，
各センターあたり１名の保健師または看護師）とした。
２）データ収集方法
　関東１都５県のホームページより，地域包括支援センター（以下，センターとする）の住所を把
握し，各センターの保健師または看護師宛に，調査依頼文書，３回分の「最期まで健康に生ききる
ための向老期における健康教育プログラム案」，プログラム案評価のための調査票，返信用封筒を
「保健師または看護師宛」に郵送，プログラム案を一読した上で調査票に回答し，同封の返信用封
筒に入れて個別に投函してもらう形をとった。プログラム案はまだ検討途中のものであるため，調
査票とともに返送を依頼した。調査票は無記名とし，調査票の記入および返送をもって本研究への
同意を得られたものと判断した。調査期間は，平成29年12月～１月であった。なおプログラム案
３回分の概要は表１に示す。
３）調査内容
　基本属性５項目（性別，年齢，職種，所属センターの勤務年数，健康教育の実施経験），プログ
ラム案の評価は，目標７項目（１回目３項目，２回目２項目，３回目２項目），構成３項目（健康
教育の回数，所要時間，対象者数），各回の展開内容21項目（１回目10項目，２回目６項目，３回
目５項目）を調査項目とした。プログラム案の評価に関わる各調査項目を「適切」，「やや適切」，
「やや不適切」，「不適切」の４段階で評価し，「やや不適切」「不適切」を回答した場合にはその理
由を記載することとした。
４）分析方法
　プログラム案の目的との妥当性については，各回の目標，構成，展開内容の31の評価項目の内容
妥当性指数により評価した。「やや不適切」「不適切」を回答した場合に記載された理由について
は，評価項目ごとに内容を整理し，プログラム案の修正点を検討した。
５）倫理的配慮
　調査票送付の際に，研究目的と調査票の記入および返送方法の詳細，調査協力依頼，および倫理
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的配慮について記した調査依頼文書を同封した。調査協力者の同意については，調査票の返送をも
って得られたものとした。匿名性を担保するために，回答する調査票，返送用封筒は無記名とし，
表1　最期まで健康に生ききるための向老期における健康教育プログラム案の概要
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回答は自由意思に基づき，途中で回答を中止できることを明記した。得られたデータは集計・公表
において個人が特定できないよう配慮すること，得られたデータは本研究の目的以外には使用しな
いこと，外部にデータが流出しないよう調査票およびデータの管理を厳重にすること，調査票やデ
ータは研究が終了し不要になった段階で復元不可能な形状にして破棄すること，無記名自記式の調
査であるため調査票返送後の同意の撤回は困難であり回答前に熟考すること，を明記した。本研究
は，本学研究倫理審査委員会の承認を得て実施した。（承認番号 KWU-IRBA#17127）
３．結果
１）基本属性（表２）
　1,469センター（各センター１通）に送付した調査票のうち，329センターから回答を得た（回収
率22.4％）。そのうち，基本属性や分析に必要な項目の欠損のない315センターからの回答分を分析
対象とした。回答者の性別は女性が302名（95.9％），男性が13名（4.1％），平均年齢は47.7歳で，
年代別では40歳代が109名（34.6％）と最も多く，次いで50歳代が99名（31.4％）であった。職種
別では看護師が186名（59.0％），保健師が124名（39.4％），センターの勤務年数は平均4.3年， １～
５年未満が183名（58.1％）と最も多く，次いで５～10年未満が65名（20.6％）であった。健康教育
の経験は，216名（68.6％）が「あり」と回答し，その中での経験年数は１～５年未満が最も多く
95名（44.0％），次いで５～10年未満が41名（19.0％），10～15年未満が29名（13.4％），であった。
２）プログラム案の評価
⑴目標の評価（表３）
　プログラム案の１回目の目標１の「適切」
「やや適切」が順に192名（61.0％），102名
（32.4％），目標２が176名（55.9％），118名
（37.5％），目標３が210名（66.7％），101名
（32.1％），であった。２回目の目標１の「適
切」「やや適切」が順に187名（59.4％），110
名（38.3％），目標２が172名（54.6％），110
名（34.9％）であった。３回目の目標１の
「適切」「やや適切」が順に151名（47.9％），
126名（40.4％），目標２が155名（49.2％），
127名（40.3％），であった。内容妥当性指数
は，１回目の目標１が0.95，目標２が0.94，
目標３が0.99であった。２回目の目標１は
0.96，目標２は0.92，３回目の目標１は
0.89，目標２は0.91であった。
　「やや不適切」「不適切」の回答理由とし
表2　対象者の属性
Q 315
ㄪᰝ㡯┠ 㸦ྡ㸧 㸦㸣㸧
ᛶู ⏨ᛶ 13 4.1
ዪᛶ 302 95.9
ᖺ㱋 20ṓ௦ 18 5.7
30ṓ௦ 45 14.3
40ṓ௦ 109 34.6
50ṓ௦ 99 31.4
60ṓ௦ 43 13.7
70ṓ௦ 1 0.3
⫋✀ ಖ೺ᖌ 124 39.4
┳ㆤᖌ 186 59.0
໅ົᖺᩘ 1ᖺᮍ‶ 4 1.3
5ᖺᮍ‶ 183 58.1
10ᖺᮍ‶ 65 20.6
15ᖺᮍ‶ 39 12.4
15ᖺ௨ୖ 2 0.6
೺ᗣᩍ⫱ࡢ⤒㦂 ⤒㦂࡞ࡋ 99 31.4
⤒㦂࠶ࡾ 216 68.6
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て，１回目の目標１～３については36件の記載があった。記載内容を整理したところ１回目の目標
１に関する記載内容は 「必要性が不明確」（１件），「内容の難度が高い」（４件），「抵抗感がある」
（７件），「個別性が大きい」（４件）であった。目標２に関する記載内容は「内容の難度が高い」
（８件），「個別性が大きい」（３件），「抽象的である」（１件），「一貫性の不足」（６件）であった。
目標３については「内容の難度が高い」（１件）であった。具体的には，向老期という言葉に対す
るイメージや理解の難しさや抵抗感に関するもの，自分らしさと健康の関係性に対する違和感につ
いての意見が多かった。
　２回目の目標１～２については16件の記載があった。目標１に関する記載内容は，「内容の難度
が高い」（４件），「個別性が大きい」（３件），「一貫性の不足」（１件）であった。目標２に関する
記載内容は，「内容の難度が高い」（２件）「抵抗感がある」（３件）「一貫性の不足」（２件）「その
他」（１件）であった。具体的には，他者の関係性を作ることと健康との結びつきが難しいという
意見が多かった。
　３回目の目標１～２については45件の記載があった。目標１に関する記載内容は，「必要性が不
明確」（２件），「内容の難度が高い」（８件），「抵抗感がある」（８件），「個別性が大きい」（２
件），「抽象的である」（１件），「一貫性の不足」（５件）であった。目標２に関する記載内容は，
「内容の難度が高い」（４件），「抵抗感がある」（７件），「個別性が大きい」（３件），「抽象的であ
る」（４件），「一貫性の不足」（１件）であった。具体的には，死を扱うことへの不安や抵抗感，対
象者の年齢が低すぎる，という意見が多かった。
⑵構成の評価（表３）
　プログラム案の回数は，「適切」「やや適切」が順に137名（43.5％），121名（38.4％），時間につ
表3　プログラム案の目標・構成の評価
ෆᐜ
ጇᙜᛶ
ᣦᩘ
┠ᶆ1 ᑐ㇟⪅ࡀྥ⪁ᮇ࡟ࡘ࠸࡚⌮ゎࡍࡿࠋ 0.95 192 (61.0) 102 (32.4) 16 (5.1) 1 (0.3) 4 (1.3)
┠ᶆ2 ᑐ㇟⪅ࡀ೺ᗣࡢ࢖࣓࣮ࢪࢆヰࡋྜ࠺ࡇ࡜࡟ࡼࡾ㸪೺ᗣ࡜ࡣ⮬ศࡽࡋࡃ⏕ࡁࡿࡇ࡜࡛࠶ࡿ࡜ㄆ㆑ࡍࡿࠋ 0.94 176 (55.9) 118 (37.5) 15 (4.8) 3 (1.0) 3 (1.0)
┠ᶆ3 ᑐ㇟⪅ࡀࢢ࣮ࣝࣉ࣓ࣥࣂ࣮࡜ヰࡋྜ࠺ࡇ࡜ࢆ㏻ࡌ࡚㸪⮬ศࡀ೺ᗣ࡟⏕ࡁࡿ㐣ࡈࡋ᪉ࢆ⪃࠼ࡿࡁࡗ࠿ࡅࢆᚓࡿࡇ࡜ࡀ࡛ࡁࡿࠋ 0.99 210 (66.7) 101 (32.1) 1 (0.3) 0 (0.0) 3 (1.0)
┠ᶆ㸯 ᑐ㇟⪅ࡀᆅᇦ࡛⾜ࡗ࡚࠸ࡿάືࡸ⏕άࢆ㏻ࡋࡓ௰㛫ࡸᐙ᪘࡜ࡢ㛵ಀᛶ࡟ࡘ࠸࡚᣺ࡾ㏉ࡿࡇ࡜ࡀ࡛ࡁࡿࠋ 0.96 187 (59.4) 110 (38.3) 1 (2.1) 2 (4.3) 3 (6.4)
┠ᶆ2 ᑐ㇟⪅ࡀᐙ᪘࡜ࡢ㛵ಀ࡟ࡘ࠸࡚ࡼࡾࡼ࠸㛵ࢃࡾࡀ࡛ࡁࡿࡼ࠺ヰྜ࠺ࡇ࡜࡬ࡢព㆑ࢆᣢࡘࠋ 0.92 172 (54.6) 110 (34.9) 24 (7.6) 2 (0.6) 7 (2.2)
┠ᶆ1 ྥ⪁ᮇ࡟࠶ࡿேࡀ⮬ศࡢṚ࡟ྥࡅࡓ‽ഛ࡟ࡘ࠸࡚࣓ࣥࣂ࣮࡜ヰࡋྜ࠺ࡇ࡜ࡀ࡛ࡁࡿࠋ 0.89 151 (47.9) 126 (40.4) 32 (10.2) 1 (0.3) 5 (1.6)
┠ᶆ2 ᑐ㇟⪅ࡀ㸪⮬ศࡢṚࡲ࡛ࡢ⏕ࡁ᪉ࢆㄒࡾ࠶࠺ࡇ࡜࡛㸪᭱ᮇࡲ࡛⮬ศࡽࡋࡃ೺ᗣ࡟⏕ࡁࡁࡿࡇ࡜࡬ࡢព㆑ࢆᣢࡘࡇ࡜ࡀ࡛ࡁࡿࠋ 0.91 155 (49.2) 127 (40.3) 25 (7.9) 1 (0.3) 7 (2.2)
ᅇᩘ ೺ᗣᩍ⫱ࡣᅇࢥ࣮ࢫ࡛࠶ࡿࠋ 0.84 137 (43.5) 121 (38.4) 44 (14.0) 6 (1.9) 7 (2.2)
᫬㛫 ೺ᗣᩍ⫱ࡣ㸯ᅇ࠶ࡓࡾ90ศ࡜ࡍࡿࠋ 0.82 149 (47.3) 104 (33.0) 50 (15.9) 6 (1.9) 6 (1.9)
ேᩘ ೺ᗣᩍ⫱ࡢᑐ㇟⪅ࡣ㸪10ྡ㹼20ྡ࡜ࡋ㸪ཎ๎࡜ࡋ࡚඲⾜⛬࡟ཧຍ࡛ࡁࡿே࡜ࡍࡿࠋ 0.90 165 (52.4) 116 (36.8) 25 (7.9) 6 (1.9) 3 (1.0)
ேᩘ㸦㸣㸧ࠉQ 315
㡯┠ 㐺ษ ࡸࡸ㐺ษ ࡸࡸ୙㐺ษ ୙㐺ษ ↓ᅇ⟅
ὀ㸧ෆᐜጇᙜᛶᣦᩘࡣ㸪ྛ㡯┠ࡢᅇ⟅ᩘ࡟༨ࡵࡿࠕ㐺ษࠖࠕࡸࡸ㐺ษࠖ࡜ᅇ⟅ࡋࡓᩘࡢྜィࡀྛ㡯┠ࡢᅇ⟅ᩘ࡟༨ࡵࡿ๭ྜࢆ⟬ฟࡋࡓࠋ
┠
ᶆ
1
ᅇ
┠
2
ᅇ
┠
3
ᅇ
┠
ᵓ
ᡂ
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いては149名（47.3％）， 104名（33.0％），人数については165名（52.4％），116名（36.8％）であっ
た．内容妥当性指数は，回数で0.84，時間で0.82，人数で0.90であった。
　「やや不適切」「不適切」の回答理由としては，回数について48件の記載があり，「回数が多い」
という理由が25件，「回数が少ない」という理由が20件，「その他」が３件であった。「回数が多
い」理由としては，参加者の予定をあわせることが難しいことや，継続して参加することが負担に
なることが挙げられていた。「回数が少ない」理由としては，内容が多く３回では目標達成が難し
いこと，体を動かすプログラムを入れて参加回数を多くし継続的に行なうほうが効果的である，と
いう記載があった。時間についての「やや不適切」「不適切」の回答理由は50件，対象者について
は30件の記載があった。時間は「（90分では）長い」が27件，「（90分では）短い」が14件，その他
が９件であった。「長い」理由としては，集中力や体力的な負担を懸念した意見があった。「短い」
理由としては，グループワークとその内容の発表まで行なうと時間的に足りない，という意見があ
った。
　人数については，「（参加者が１回あたり10名～20名では）多い」が７件，「少ない」が３件，
「３回シリーズが難しい」が14件，「その他」が６件であった。参加者の語りやすさに配慮すると少
人数のグループがよい，という意見や途中脱落者を考えると多めに設定しておく必要がある，とい
う意見もあった。
⑶内容の評価（表４）
①１回目の内容の項目
　１回目の内容は，目標１に関する内容1-1が「適切」「やや適切」の順に189名（60.0％），110名
（34.9％），内容1-2が195名（61.9％），95名（30.2％），内容1-3が207名（65.7％），91名（28.9％），
内容1-4が158名（50.2％），106名（33.7％），内容1-5が140名（44.4％），129名（41.0％），内容1-6が
166名（52.7％），116名（36.8％）であった。目標２に関する内容2-1が「適切」「やや適切」の順に
197名（62.5％），105名（33.3％），内容2-2が199名（63.2％），99名（31.4％）であった。目標３に
関する内容3-1が「適切」「やや適切」の順に181名（57.5％），108名（34.3％），内容3-2が 174名
（55.2％），114名（36.2％）であった。内容妥当性指数は内容1-1が0.97，内容1-2が0.94，内容1-3が
0.96，内容1-4が0.86，内容1-5が0.80，内容1-6が0.92であった。内容2-1は0.98，内容2-2は0.96であ
り，内容3-1では0.93，3-2では0.94であった。「やや不適切」「不適切」の回答理由として，177件の
記載があった。記載内容を整理したところ，「必要性が不明確」（26件），「内容の難度が高い」（25
件），「抵抗感がある」（18件），「個別性が大きい」（８件），「抽象的である」（11件），「一貫性の不
足」（25件），「方法への具体的な提案」（64件）であった。具体的には，「向老期」や「健康」とい
う言葉のとらえ方や参加者への説明による理解の深まりへの疑問を投げかける記載があった。一方
で，講義形式での説明ではなく参加者がみずから気づけるような方法への提案もみられた。また加
齢に伴う変化について，低下のみではなく向上にも焦点を当てた説明の必要性，「自分らしさ」を
考えることの難しさを指摘する記載が見られた。
②２回目の内容の項目
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表4　プログラム案内容の評価
ෆᐜ
ጇᙜᛶ
ᣦᩘ
ෆᐜ1-1 ᒎ㛤Ϩࡢ┠ᶆࡣࠕྥ⪁ᮇࢆ⌮ゎࡋ೺ᗣ࡟⏕ࡁࡿࡇ࡜ࢆ࢖࣓࣮ࢪ࡛ࡁࡿࠖ࡜ࡍࡿࠋ 0.97 189 (60.0) 110 (34.9) 9 (2.9) 0 (0.0) 7 (2.2)
ෆᐜ1-2
ࣇ࢓ࢩࣜࢸ࣮ࢱ࣮ࡢㄝ᫂ࢆཷࡅ㸪ᑐ㇟⪅ࡀWHO࡟ࡼࡿ೺ᗣࡢᐃ⩏ࢆ
ࠕ೺ᗣ࡜ࡣ㸪⑓Ẽ࡛࡞࠸࡜࠿㸪ᙅࡗ࡚࠸࡞࠸࡜࠸࠺ࡇ࡜࡛ࡣ࡞ࡃ㸪⫗య
ⓗ࡟ࡶ㸪⢭⚄ⓗ࡟ࡶ㸪ࡑࡋ࡚♫఍ⓗ࡟ࡶ㸪ࡍ࡭࡚ࡀ‶ࡓࡉࢀࡓ≧ែ࡟࠶
ࡿࡇ࡜ࠖ࡜⌮ゎࡍࡿࠋ
0.94 195 (61.9) 95 (30.2) 17 (5.4) 2 (0.6) 6 (1.9)
ෆᐜ1-3
ࣇ࢓ࢩࣜࢸ࣮ࢱ࣮ࡢㄝ᫂ࢆཷࡅ㸪ᑐ㇟⪅ࡀ೺ᗣᑑ࿨ࢆࠕ೺ᗣୖࡢၥ㢟࡛
᪥ᖖ⏕άࡀไ㝈ࡉࢀࡿࡇ࡜࡞ࡃ⏕ά࡛ࡁࡿᮇ㛫࡛࠶ࡿࡇ࡜ࠖ࡜⌮ゎࡍ
ࡿࠋ
0.96 207 (65.7) 91 (28.9) 12 (3.8) 1 (0.3) 4 (1.3)
ෆᐜ1-4
ࣇ࢓ࢩࣜࢸ࣮ࢱ࣮ࡢㄝ᫂ࢆཷࡅ㸪ᑐ㇟⪅ࡀ೺ᗣᑑ࿨ࢆᘏࡤࡍࡓࡵ࡟ᚲせ
࡞ࡇ࡜ࡣࠕ㐠ື㸪㣗஦㸪ࢫࢺࣞࢫࢥࣥࢺ࣮ࣟࣝ㸪ឤືࡍࡿ࡛ࠖ࠶ࡿ࡜⌮
ゎࡍࡿࠋ
0.86 158 (50.2) 106 (33.7) 39 (12.4) 3 (1.0) 9 (2.9)
ෆᐜ1-5 ࣇ࢓ࢩࣜࢸ࣮ࢱ࣮ࡢㄝ᫂ࢆཷࡅ㸪ᑐ㇟⪅ࡀྥ⪁ᮇࡢⓎ㐩ㄢ㢟ࢆࠕ⪁ᖺᮇࡢ‽ഛࢆࡍࡿࠖࠕṚࡢࡇ࡜ࢆ⪃࠼ࡿࠖࡔ࡜⌮ゎࡍࡿࠋ 0.80 140 (44.4) 129 (41.0) 36 (11.4) 1 (0.3) 9 (2.9)
ෆᐜ1-6
ࣇ࢓ࢩࣜࢸ࣮ࢱ࣮ࡢㄝ᫂ࢆཷࡅ㸪ᑐ㇟⪅ࡀ㸪⪁໬࡟క࠺ᶵ⬟ኚ໬ࢆࠕண
ഛຊࡢపୗ㸪ᅇ᚟ຊࡢపୗ㸪㜵⾨ຊࡢపୗ㸪㐺ᛂຊࡢపୗ࡛ࠖ࠶ࡿ࡜⌮
ゎࡍࡿࠋ
0.92 166 (52.7) 116 (36.8) 26 (8.3) 0 (0.0) 7 (2.2)
ෆᐜ2-1 ࣇ࢓ࢩࣜࢸ࣮ࢱ࣮ࡀ㸪ᒎ㛤ϩࡢ┠ᶆࡢ┠ᶆࢆࠕࠗ೺ᗣ࠘࡟ࡘ࠸࡚࣓ࣥࣂ࣮࡜ࡢヰࡋྜ࠸ࢆ㏻ࡌ࡚㸪⪃࠼ࡿࡇ࡜ࡀ࡛ࡁࡿࠖ࡜ࡍࡿࠋ 0.98 197 (62.5) 105 (33.3) 6 (1.9) 0 (0.0) 7 (2.2)
ෆᐜ2-2 ᑐ㇟⪅ࡀࠕࠗ೺ᗣ࠘࡞ே࡜ࡣ࡝ࢇ࡞ே㸽ࠖ࡜࠸࠺ࢸ࣮࣐࡛㸪ࣈ࣮ࣞࣥࢫࢺ࣮࣑ࣥࢢࢆᑠࢢ࣮ࣝࣉ࡛⾜࡞࠸㸪೺ᗣ࡜ࡣఱ࠿㸪࡟Ẽ࡙ࡃࠋ 0.96 199 (63.2) 99 (31.4) 10 (3.2) 1 (0.3) 6 (1.9)
ෆᐜ3-1 ࣇ࢓ࢩࣜࢸ࣮ࢱ࣮ࡀᒎ㛤Ϫࡢ┠ᶆࢆࠕ೺ᗣ࡟⏕ࡁࡿ㸪࡜ࡣ⮬ศࡽࡋࡃ⏕ࡁࡿࡇ࡜࡟ࡘ࡞ࡀࡿࡇ࡜ࢆ⌮ゎ࡛ࡁࡿࠖ࡜ࡍࡿࠋ 0.93 181 (57.5) 108 (34.3) 17 (5.4) 2 (0.6) 7 (2.2)
ෆᐜ3-2 ᑐ㇟⪅ࡀࠕ೺ᗣ࡟⏕ࡁࡿࠖ࡜ࡣ࡝ࡢࡼ࠺࡟㐣ࡈࡍࡇ࡜࠿㸪ᑠࢢ࣮ࣝࣉ࡛ࡢヰࡋྜ࠸ࢆ㏻ࡋ࡚ྛ⮬ࡀ⪃࠼㸪⮬ศࡽࡋࡃ⏕ࡁࡿࡇ࡜ࡔ㸪࡜Ẽ࡙ࡃࠋ 0.94 174 (55.2) 114 (36.2) 18 (5.7) 1 (0.3) 8 (2.5)
ෆᐜ1-1 ࣇ࢓ࢩࣜࢸ࣮ࢱ࣮ࡀᒎ㛤Ϩࡢ┠ᶆࢆࠕ⮬ศࡀࢧ࣏࣮ࢺࡉࢀࡿ᫬ࡢࡇ࡜ࢆ᝿㉳ࡋࢧ࣏࣮ࢺࡋ࡚ࡃࢀࡿேࡀ࠸ࡿࡇ࡜ࢆព㆑࡛ࡁࡿࠖ࡜ࡍࡿࠋ 0.92 152 (48.3) 131 (41.6) 24 (7.6) 1 (0.3) 7 (2.2)
ෆᐜ1-2 ᑐ㇟⪅ࡀ㸪⮬ศࡀᅔࡗࡓ᫬࡟ᡭຓࡅࡋ࡚ࡃࢀࡿᐙ᪘ࡸぶ᪘㸪཭ே㸪▱ே㸪ࡈ㏆ᡤࡢேࢆᛮ࠸ᾋ࠿࡭㸪ຓࡅ࡚ࡶࡽࡗࡓ᫬ࡢࡇ࡜ࢆฟࡋྜ࠺ࠋ 0.93 165 (52.4) 121 (38.4) 20 (6.3) 1 (0.3) 8 (2.5)
ෆᐜ2-1
ࣇ࢓ࢩࣜࢸ࣮ࢱ࣮ࡀᒎ㛤ϩࡢ┠ᶆࢆࠕ⮬ศࡀࢧ࣏࣮ࢺࡍࡿ᫬ࡢࡇ࡜ࢆ᝿
㉳ࡋ௚⪅࡬ࡢ㛵ࢃࡾྜ࠸ࢆ᣺ࡾ㏉ࡾ㸪ୡヰࢆࡋྜ࠼ࡿ┦ᡭࢆぢࡘࡅࡿࡇ
࡜ࡀ࡛ࡁࡿࠖ࡜ࡍࡿࠋ
0.94 162 (51.4) 125 (39.7) 17 (5.4) 3 (1.0) 8 (2.5)
ෆᐜ2-2 ᑐ㇟⪅ࡀ⮬ศࢆᡭຓࡅࡋ࡚ࡃࢀࡓ┦ᡭࡀᅔࡗ࡚࠸ࡿ᫬࡟㸪⮬ศࡣ࡝ࡢࡼ࠺࡟ᡭຓࡅࡋࡓࡢ࠿㸪ࡑࡢ⤒㦂ࢆㄒࡾྜ࠺ࠋ 0.92 176 (55.9) 104 (33.0) 22 (7.0) 3 (1.0) 10 (3.2)
ෆᐜ2-3
ᑐ㇟⪅ࡀ㸪ୡヰࢆࡋྜ࠼ࡿ㛵ಀࢆసࡿࡓࡵ࡟ࡣ㸪᪥ࡈࢁ࠿ࡽ࡝ࢇ࡞㛵ࢃ
ࡾࢆࡋ࡚࠸ࡅࡤ࠸࠸࠿㸪࢔࢖ࢹ࢕࢔ࢆ᭩ࡁࡔࡋ㸪᪥ࠎࡢ㛵ࢃࡾ᪉࡟Ẽ࡙
ࡃࠋ
0.96 202 (64.1) 93 (29.5) 11 (3.5) 1 (0.3) 8 (2.5)
ෆᐜ2-4
ࣇ࢓ࢩࣜࢸ࣮ࢱ࣮ࡢㄝ᫂ࢆཷࡅ㸪ᑐ㇟⪅ࡀ㸪ᆅᇦࡄࡿࡳ࡛ຓࡅྜ࠸ࢆࡋ
࡚࠸ࡿඛ㥑ⓗ஦౛ࡢ⤂௓ࡸSOSⓎಙ᪉ἲࡢඛ㥑ⓗ࡞᪉ἲࢆ▱ࡾ㸪ᨭ࠼ྜ
࠸ࡢ࢔࢖ࢹ࢕࢔ࡢど㔝ࢆᗈࡆࡿࠋ
0.97 209 (66.3) 89 (28.3) 8 (2.5) 1 (0.3) 8 (2.5)
ෆᐜ1-1 ࣇ࢓ࢩࣜࢸ࣮ࢱ࣮ࡀᒎ㛤Ϩࡢ┠ᶆࢆࠕ⮬ศࡀ⾜ࡗ࡚࠸ࡿṚ࡟ྥࡅࡓ‽ഛࡢෆᐜࢆࢢ࣮ࣝࣉෆ࡛ヰࡍࡇ࡜ࡀ࡛ࡁࡿࠖ࡜ࡍࡿࠋ 0.90 149 (47.3) 124 (39.4) 29 (9.2) 3 (1.0) 10 (3.2)
ෆᐜ1-2 ᑐ㇟⪅ࡀ㸪ே⏕ࡢ᭱ᮇ࡟ྥࡅ࡚⾜ࡗ࡚࠸ࡿ‽ഛࡢෆᐜࢆฟࡋྜ࠺ࠋ 0.90 154 (48.9) 122 (38.7) 27 (8.6) 3 (1.0) 9 (2.9)
ෆᐜ2-1
ࣇ࢓ࢩࣜࢸ࣮ࢱ࣮ࡀᒎ㛤ϩࡢ┠ᶆࢆࠕ⮬ศࡢ࿨ࡢ⤊ࢃࡾࢆព㆑ࡋ㸪᭱ᮇ
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ෆᐜ2-2 ᑐ㇟⪅ࡀ㸪⮬ศࡽࡋࡃ⏕ࡁࡁࡿࡓࡵ࡟㸪᪥ࠎࡢ⏕ά࡛⾜ࡗ࡚࠸ࡃࡇ࡜ࢆㄒࡾྜ࠺ࠋ 0.98 203 (64.4) 97 (30.8) 7 (2.2) 0 (0.0) 8 (2.5)
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　２回目の内容で，目標１に関する内容1-1が「適切」「やや適切」の順に152名（48.3％），131名
（41.6％），内容1-2が165名（52.4％），121名（38.4％）であった。目標２に関する内容2-1が162名
（51.4 ％），125名（39.7 ％）， 内 容2-2が176名（55.9 ％），104名（33.0 ％）， 内 容2-3が202名（64.1
％），93名（29.5％），内容2-4が209名（66.3％），89名（28.3％）であった。内容妥当性指数は内容
1-1が0.92，内容1-2が0.93，内容2-1が0.94，内容2-2が0.92，内容2-3が0.96，内容2-4が0.97であった．
「やや不適切」「不適切」の回答理由として，86件の記載があった。内訳としては，「必要性が不明
確」（30件），「内容の難度が高い」（27件），「抵抗感がある」（８件），「個別性が大きい」（２件），
「抽象的である」（２件），「一貫性の不足」（６件），「方法への具体的な提案」（11件）であった。具
体的には，サポートをしてくれる人がいない場合の参加者への配慮や「手助け」の内容に対する疑
問についての記載が見られた。地域における人間関係の構築の希薄さの指摘や，地域のつながりに
関する多様な価値観・個別性を指摘する記載もあった。
③３回目の内容の項目
　３回目の内容で，目標１に関する内容1-1が「適切」「やや適切」の順に149名（47.3％），124名
（39.4％），内容1-2が154名（48.9％），122名（38.7％）であった。目標２に関する内容2-1が170名
（54.9％），113名（35.9％），内容2-2が203名（64.4％），97名（30.8％），内容2-3が201名（63.8％），
95名（30.2％）であった。内容妥当性指数は内容1-1が0.90，内容1-2が0.90，内容2-1が0.93，内容2-2
が0.98，内容2-3では0.97であった。
　「やや不適切」「不適切」の回答理由として，63件の記載があった。内訳としては，「必要性が不
明確」（10件），「内容の難度が高い」（18件），「抵抗感がある」（11件），「個別性が大きい」（２
件），「抽象的である」（２件），「一貫性の不足」（５件），「方法への具体的な提案」（15件）であっ
た。具体的には，参加者が死について語ることが可能かどうかの疑問や，あらかじめ終活や最期に
向けての準備について情報提供やエンディングノートを使うなど具体的な媒体を使うことへの提
案，最期に向けた準備状況の個人差を懸念する記載が見られた。
４．考察
１） 「最期まで健康に生ききるための向老期における健康教育プログラム案」の評価
　今回のこのプログラム案は，死を扱った健康教育プログラムであり，過去に例のないものである
ため，実際に地域住民を対象とした実施に向けて信頼性と妥当性を評価する必要があった。そこで
地域住民を対象とした健康教育の担い手である地域包括支援センターの看護職を調査対象とした。
プログラム案に対する評価を調査した結果，プログラム案の目標，内容の項目の評価について，
「適切」「やや適切」の回答数から算出した内容妥当性指数がほとんどの調査項目で0.80以上を示し
た。このことから，地域包括支援センターの看護職（保健師・看護師を含む）が，これらの項目を
概ね妥当な内容と判断したことが示唆された。内容妥当性指数が0.90を超えなかった項目は， 健康
教育３回目の目標１（0.89），健康教育の回数（0.84），１回あたりの時間（0.82），健康教育１回目
の内容1-4（0.86），内容1-5（0.80）の５項目であった。
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　健康教育３回目の目標１は「向老期にある人が自分の死に向けた準備についてメンバーと話し合
うことができる」である。この目標は健康教育と「死」という言葉に違和感や抵抗感を抱かれたこ
とから，内容妥当性指数が0.90を超えなかったと考えられる。「不適切」「やや不適切」の理由の記
載にも，言葉の使い方の不適切さを指摘するものや，向老期の人には時期尚早であること，また人
と語り合う内容としての妥当性を問うものが多くみられた。健康教育の回数を３回に設定している
ことについては，継続して参加するのは難しいという意見がある一方で，内容的な量が多いことや
グループワークには時間をかけることで理解が深まるため３回では少ない，という意見もあった。
３回の構成をベースに，グループワークにかける時間の配分や休憩時間の確保等を検討していく必
要がある。１回あたりの時間が90分であることについても，長すぎて負担になる，という意見があ
った一方で，健康や死に関する抽象的な内容を扱うことを考えると短すぎる，という意見もあっ
た。一般的に自治体等で行なわれている健康教育は，概ね90～120分程度であることや，グループ
ワークと発表を行なうことを考えると妥当な時間設定と考える。健康教育１回目の内容1-4と内容
1-5については，向老期の発達課題，老化に伴う機能変化について扱ったものである。内容が難し
い，機能変化は低下だけでなく向上することも伝えたほうがよい，という意見が「不適切」「やや
不適切」の理由として多かった。この点については，工夫していく必要がある。
　健康教育において死を扱うことに対して違和感を抱くことはあると思われる。しかし新聞に死を
扱った記事が大きく掲載されること，マスメディアでも終活を取り上げていること，終活セミナー
が葬儀社を中心に開催されていることを考えると，一般市民の人生の最期の迎え方への関心は高い
と思われる。また厚生労働省の「人生の最終段階における医療の決定プロセスに関するガイドライ
ン」14）の改訂においても，本人が自らの意思を伝えられない状態になる前にその意思を推定する家
族等の信頼できる者を含めて繰り返し話し合うこと，可能であれば本人に代わる者を前もって定め
ておくことの重要性を記載しており，今後早い段階から死について考え，周囲の人と話す機会を持
つことが重要となる。この点を踏まえて，グループメンバーと話合う内容，用いる言葉，かける時
間等を工夫していく必要がある。
２）プログラム案における修正点の検討
　今回の調査結果で，「不適切」「やや不適切」と回答した理由の記載内容から，プログラム案をよ
り実行可能性の高いものにするための修正点を検討した。
　まず構成については，集中力や疲労感への配慮不足が指摘されていたことから，休憩時間を延長
し余裕を持たせることとする。また途中に体を動かす時間を設けることも検討する。
　１回目の内容については，発達課題と機能変化の説明に関する指摘が多かったことから，説明内
容を分かりやすくするために資料を工夫し，理解を促すこと，また老化にともなう機能変化につい
ては老年期の発達課題と関連させて成長する点の説明を強化する。
　２回目の内容については，サポートをしてくれる人がいない場合の参加者への対応や，地域のつ
ながりに関する多様な価値観・個別性への指摘があったことに配慮して，他者との関係構築につい
ての状況や価値観の多様性の説明を加えることとする。また第三者との関係性と家族との関係性を
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同時に扱うことは難しいとの指摘もあったことから，グループワーク実施時の参加者の家族および
生活背景を考慮することを追加する。
　３回目の内容については，参加者が死について語ることへの疑問があったことから，参加者のよ
うすを見ながら無理に語らなくてもよいという助言をグループメンバーへ行なうことを追加する。
その助言を用いる目安となるものをあらかじめ作成した上で実施できるよう今後準備を進めて行
く。また自分の死の準備について話やすくするために，終活などの情報提供，エンディングノート
など具体的な媒体を使うことも今後検討していく。
５．今後の課題
　本研究は関東１都５県の地域包括ケアセンターに所属する看護職を調査対象とした。すでに行な
っている１県の調査結果と合わせて信頼性と妥当性は確認できたため，次の段階として健康教育の
実践者からの意見を反映させたプログラム修正版を作成する。今後はそれを用いて，地域住民を対
象として健康教育を行い，参加者からの評価に基づき，より実践的なプログラムを目指して改訂を
行なっていく。
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